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２）それぞれに単体有資格業者及び当該単体
有資格業者を代表者とする特定建設工事共
同企業体が参加している場合
 主任技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。あるいは、本発注工事の工
事種別に対応した登録基幹技能者講習修了
証を有する者であること。
監理技術者にあっては、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
詳細は入札説明書による。

 １人の者が、平成18年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した上記
、に掲げる工事の経験を有する者で
あること。ただし、上記期間に育児休業等
を取得していた場合及び事業促進ＰＰＰに
従事していた場合は、その期間と同等の期
間を評価期間に加えることができる。詳細
は入札説明書による。（共同企業体の構成員
としての経験は、出資比率が20％以上の場
合のものに限る。（ただし、異工種建設工事
共同企業体については適用しない。））ただ
し、上記、は同一工事であること。
ただし、申請できる同種工事の工事経験
は１件のみとし、これを超える件数の工事
経験を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を経験として認めない。
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ただし、経常建設共同企業体にあっては、
構成員のうち１社の主任（監理）技術者が
上記の工事経験を有していればよい。特定
建設工事共同企業体にあっては、代表者の
主任（監理）技術者が上記の工事経験を有
していればよい。
また、異工種建設工事共同企業体として
の経験は、協定書による分担工事において
の経験のみ同種工事の経験として認める。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証を有し、監理技術者講習を修了してい
る者であること。

 配置予定の主任（監理）技術者にあって
は直接的かつ恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を明示することができる資
料を入札説明書別記様式１１で求めて
おり、その明示がなされない場合は入札に
参加できない。詳細は入札説明書による。

 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。詳細は入札説明書
による。

３ 総合評価に関する事項
 落札方式
 入札参加者は「価格」、「工事全般の施工
計画」及び「施工体制」をもって入札し、
次の、の要件に該当する者のうち、
「総合評価の方法」によって得られた数値
（以下「評価値」という。）の最も高い者を
落札者とする。
 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（「基準評価値」）に対して下回らない
こと。

 において、評価値の最も高い者が２人
以上あるときは、当該者にくじを引かせ落
札者を決定する。

 総合評価の方法
 「標準点」を100点とし、「施工体制評価
点」の最高点を30点、及び「加算点」の最
高点を60点とする。
 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記
の評価項目の評価を行い加算点を算出す
る。また、「施工体制評価点」は下記の評
価項目を評価して算出する。なお、「施工体
制評価点」の低い者に対しては「加算点」
を減ずる場合がある。
 工事全般の施工計画（４件の工事にお
いて共通）
 施工体制（施工体制評価点）
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は入札参加者の「標準点」と、「加算点」
及び「施工体制評価点」の合計を、当該入
札者の入札価格で除して得た評価値をもっ
て行う。

 、の評価項目について、共通仕様
書、特記仕様書及び関係法令を遵守し、一
般的な施工機械により施工（詳細は入札説
明書参照。）及び管理する方法を用いて作業
を行う者で、入札説明書等に記載された要
求要件を実現できると認められる場合に標
準点（100点）を与え、さらにの工事
全般の施工計画並びにの施工体制の内
容に応じて、それぞれ加算点及び施工体制
評価点を算出し与える。
 の「工事全般の施工計画」について
は、予定価格の制限の範囲内の入札参加者
のうち、内容に応じて、Ⅴ（60点）、Ⅳ
（45点）、Ⅲ（30点）、Ⅱ（15点）、Ⅰ（０
点）により評価を行い加算点を与える。な
お、未提出である又は全ての提案が不適切
である場合は欠格とする。

 の評価基準の詳細は入札説明書によ
る。
 で求めた、「工事全般の施工計画」に
ついては、履行状況から、受注者の責により
入札時の評価項目の内容が実施されていない
と判断された場合は、工事成績評定を減ずる
こととし、５点を減ずる。

４ 入札手続等
 担当部局 〒3309724 埼玉県さいたま市
中央区新都心２１さいたま新都心合同庁舎
２号館17階 関東地方整備局総務部契約課工
事契約調整係 電話0486013151㈹ 内線
2525
電子メール ktr-denshi-baitai＠mlit.go.jp
 入札説明書の交付期間、場所及び方法 入
札説明書を電子入札システムにより交付す
る。交付期間は令和３年10月29日から令和４
年２月２日までの土曜日、日曜日及び祝日等
（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法
律第91号）第１条第１項に規定する行政機関
の休日（以下「休日」という。））を除く毎日、
９時00分から17時00分まで。ただし最終日は、
９時00分から12時00分までとする。
ただし、やむを得ない事由により、上記交
付方法による入手ができない入札参加希望者
に対しては、電子メールより電子データを交
付するので、上記に電子メールにて依頼を
行うこと。

受付期間は、令和３年10月29日から令和４
年２月２日までの休日を除く毎日、９時15分
から18時00分まで。ただし最終日は、９時15
分から12時00分までとする。
 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
令和３年10月29日から令和３年11月24日ま
での休日を除く毎日、９時00分から17時00分
まで（最終日は15時00分まで）電子入札シス
テムにより提出を行うこと。ただし、発注者
の承諾を得た場合は、令和３年10月29日から
令和３年11月24日までの休日を除く毎日、９
時15分から18時00分まで（最終日は15時00分
まで）に上記４へ郵送、託送又は電子メー
ル（書留郵便等、記録の残るものに限る。電
子メールの場合は着信確認を行うこと。以下
「郵送等」という。）又は持参すること。
 歩掛見積参考資料の交付期間、場所及び方
法 競争参加資格を有する者に対しては、歩
掛見積参考資料を電子入札システムにより交
付する。交付期間は令和３年12月17日から令
和４年２月２日までの休日を除く毎日、９時
00分から17時00分まで。ただし最終日は、９
時00分から12時00分までとする。
ただし、やむを得ない事由により、上記交
付方法による入手ができない競争参加資格を
有する者に対しては、電子メールにより電子
データを交付するので、上記に電子メール
にて依頼を行うこと。
交付期間は、令和３年12月17日から令和４
年２月２日までの休日を除く毎日、９時15分
から18時00分まで。ただし、最終日は、９時
15分から12時00分までとする。
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 令和３年12月20日から令
和４年２月２日まで 〒3309724 埼玉県さ
いたま市中央区新都心２１さいたま新都心
合同庁舎２号館17階 関東地方整備局総務部
契約課 契約第一係電話0486013151㈹
郵送（書留郵便に限る。提出期間内必着。）又
は託送（書留郵便等、記録の残るものに限る。
提出期間内必着。）により提出すること。
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